
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

要求からの主な変更点 　要求どおり

 概算事業費（B（A）+C） 0 0 0 10,477

概　算

人件費

0.80

0 0 0 6,606

0 0 0 0

Aの

財源
3,871

補正予算 3,871

合計（A) 0 0 0 3,871

目標 成果 達成状況

成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

項目

当初予算

H26末

（実績）

H27

合計 0 3,871 3,871

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度 26年度 27補正後27補正後27補正後27補正後

成果目標・

事業内容

○村の移住促進戦略及び観光戦略の策定等具体的な取組を通じて、連携中枢都市又は定住自立圏の中心市から離れた中山間

地域にある市町村を県が補完・連携する方策について、総務省の委託事業として検証する。

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27実施内容

H27

（補正前） （６月補正） （補正後）

H28

目標

新たな広域連携促進事業 直接

○幼児・学校・家庭教育の環境整備による子育て世

代移住促進戦略の策定支援

○御嶽山登山だけに頼らない新たな観光戦略の策

定支援

0 3,871 3,871

目指す姿

人口減少社会において、中山間地域に集落が点在する小規模な自治体が多い本県の県土構造に適した持続可能な地域のあり方に

ついて王滝村と県が共同して研究する。

現状

（予算編成

時）

○王滝村では、平成26年９月の御嶽山噴火以降、入山規制により御嶽山への登山ができない状態が続いているほか、噴火による風評

被害により、登山者・観光客の大幅な減少により大きな影響を受けている。入山規制が長期化すると、旅館の廃業・人口流出が加速す

ることも懸念される。

○平成26年に地方自治法が改正され、市町村が基礎自治体としての役割を持続可能な形で果たしていくための広域連携の方法とし

て、市町村相互間の連携とともに、連携中枢都市等から相当距離がある中山間地域の市町村においては県補完による方法など新たな

広域連携による取組について制度化されている。

県が関与

する理由

県関与の必要性あり

【左記の説明、根拠法令等】

総務省の委託事業として、都道府県と市区町村が連携して行うため。

県民との協働による実施： 今後実施予定

実施期間 H27

課・室 地域振興課

総合５か

年計画

プロジェクト  E-mail shinko@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
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